
 

吸収合併に関する事前備置書面 
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2021 年 9 月３日 

 

日本駐車場開発株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



当社は、2021 年９月３日開催の当社取締役会において、2021 年 11 月 1 日を効力発生日と

して、日本駐車場開発札幌株式会社を吸収合併消滅会社、当社を吸収合併存続会社とし、

日本駐車場開発札幌株式会社の権利義務の全てを承継する吸収合併（以下、「本吸収合 

併」という。）を行うことを決議し、同日付で吸収合併契約を締結いたしました。本吸収

合併を行うに際し、会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条により開示すべ

き事項は、以下のとおりです。  

 

1. 吸収合併契約の内容  

当社と日本駐車場開発札幌株式会社が、2021 年９月 3 日付で締結した吸収合併契約書は、

資料①のとおりです。 

 

 2. 本吸収合併の対価の相当性に関する事項  

日本駐車場開発札幌株式会社は当社の完全子会社であり、本吸収合併に際し、金銭等の交

付は行わず、無対価吸収合併といたします。  

 

3. 吸収合併消滅会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項  

日本駐車場開発札幌株式会社は新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありま

せん。 

 

 4. 吸収合併消滅会社の計算書類等に関する事項  

最終事業年度（2019 年８月 1 日～2020 年７月 31 日）に係る計算書類等の内容は、資料②

のとおりです。  

 

 5. 吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 

 

 6. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関

する事項 

本吸収合併効力発生時点における当社の資産の額は、負債額を十分に上回ることが見込ま

れます。また、本吸収合併後における当社の収益状況及びキャッシュフローについて、債

務の履行に支障を来すような事態は、現在のところ予測されておりません。したがって、

本吸収合併後における当社の債務の履行に支障はないと見込んでおります。  

 

                                    

以 上 



(別紙１)





 

6 

第 4期 

計   算   書   類 

 

２０１９年 ８月 １日 から 

２０２０年 ７月３１日 まで 

 

貸 借 対 照 表 

 

損 益 計 算 書 

 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

個 別 注 記 表 

 

北海道札幌市中央区北三条西四丁目１番１号日本生命札幌ビル 

日 本 駐 車 場 開 発 札 幌 株 式 会 社 

代表取締役社長 早 川 泰 広 

             

(別紙２)



 

 

貸借対照表 ( 2020年７月31日現在 ) 

 

（単位：千円） 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 
流動資産 

現金及び預金 

売掛金 

棚卸資産 

前渡金 

前払費用 

その他  

 固定資産 

 有形固定資産 

建物 

機械装置 

車両運搬具 

  工具器具備品 

無形固定資産 

   ソフトウェア 

  投資その他の資産 

   敷金及び保証金 

   繰延税金資産 

   その他 

 

 
  238,779 

191,165 

26,644 

3,105 

10,224 

6,473 

1,167 

65,713 

51,219 

2,349 

0 

42,446 

6,424 

914 

914 

13,579 

11,043 

2,456 

79 

 
流動負債 

買掛金 

前受金 

預り金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

未払消費税 

    その他 

固定負債 

預り保証金 

 
77,555 

1,639 

21,649 

13,425 

5,347 

11,066 

11,406 

12,732 

287 

29,603 

29,603 

負債合計 107,158 

純 資 産 の 部 

 
株主資本 

資本金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  繰越利益剰余金 

 
197,334  

50,000 

147,334 

12,500 

134,834 

134,834 

純資産合計 197,334 

資産合計 304,492 負債及び純資産合計 304,492 
   



 

 

損益計算書 ( 2019年８月１日から 
2020年７月31日まで ) 

 
（単位：千円） 

 
科        目 金        額 

売上高  603,641 

売上原価  356,577 

売上総利益  247,063 

販売費及び一般管理費  119,226 

営業利益  127,836 

営業外収益   

受取利息 1  

その他 6 8 

営業外費用   

その他 243 243 

経常利益  127,601 

税引前当期純利益  127,601 

法人税、住民税及び事業税 42,219  

法人税等調整額 1,622 43,842 

当期純利益  83,759 
   



 

 

株主資本等変動計算書 ( 2019年８月１日から 
2020年７月31日まで ) 

 
（単位：千円） 

 

 

 株   主   資   本 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

 
 
利益 
準備金 

その他 
利益 
剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

2019年７月31日 
残高 

50,000 - - 12,500 145,075 157,575 207,575 207,575 

事業年度中の 
変動額 

- - - - - - - - 

剰余金の配当 - - - - △94,000 △94,000 △94,000 △94,000 

当期純利益 - - - - 83,759 83,759 83,759 83,759 

事業年度中の 
変動額合計 

- - - - △10,241 △10,241 △10,241 △10,241 

2020年７月31日 
残高 

50,000 - - 12,500 134,834 147,334 197,334 197,334 

 
 
 
 
 
   



 

 

個別注記表 
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産……………… 定率法によっております。但し、建物については定額法によっ

ており、車両運搬具については社内における見込利用可能期

間（定額法３または５年）を採用しております。なお、主な耐用

年数は以下のとおりであります。 

建物        ５～15年 

機械装置      ３年 

車両          ３～５年 

工具器具備品  ３～10年 

②無形固定資産……………… 定額法によっております。但し、ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

(2) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理………… 税抜方式によっております。 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 千円未満は切り捨てて表示しております。 

(2) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

       普通株式 1,000株 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払額等 

決 議 株 式 の 

種 類 

配 当 金 の 

総 額 

1 株 当 た り 

配 当 金 

基 準 日 効 力 発 生 日 

2019年10月23日 

定時株主総会 

普通株式 94,000千円 94,000円00銭 2019年 

７月31日 

2019年 

10月25日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

決 議 株 式 の 

種 類 

配当の原資 配当金の 

総 額 

1株当たり 

配 当 金 

基 準 日 効力発生日 

2020年10月30日 

定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 67,000千円 67,000円00銭 2020年 

７月31日 

2020年 

11月2日 

  




